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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　厳しい冬将軍の到来、高齢者には厳しい季節へ
2014年も、あと1週間ばかりで終わろうとしている。先週の初め、日本列島沿いに移動中の２つの低気圧が、北海道付近で合流して異常に発達し、いわゆる「爆弾低気圧」となって暴風雪が荒れ狂うことになった。最初は北海道全域に「数年に一度の暴風雪」と言う警報が出たのだが、そのうち道東・道北地方に絞られ、小生の住んでいる札幌などではほとんど影響がなく，同じ北海道でも地域によって大きな差があることを実感させられた。被害を大きく受けられた地域の皆様方には、心よりお見舞い申し上げたい。冬はまだまだこれからが本番、どんな異常気象が待ち受けているのか、覚悟しながらも除排雪のことを考えると、冬はとくに高齢者にとって厳しい季節であることには変わりがない。

来年は戦後70年、「村山談話」から「安倍談話」への転換!
さて、やはり一番気になるのは政治であり、突如として実施された総選挙の結果、再び巨大与党の下での日本の民主主義の行く末である。
今回の選挙を通じて、安倍総理は得意の(?)経済政策を前面に押し出しながらも、憲法問題である集団的自衛権問題をはじめ、歴史修正主義の流れを強める発言もしており、統一自治体選挙を終えれば、そうした右傾化の流れを強めていくことが十分に予想される。やがては、憲法改正まで視野に入れていることを見失ってはなるまい。来年2015年は戦後70年と言う節目の年に当たっており、戦後50年の「村山談話」の見直しを狙っていることは間違いなさそうだ。もちろん、歴史修正主義に立脚したものになることが予測され、中国や韓国だけでなく欧米各国との軋轢を増大させることも十分に予想される代物になるものと見ている。

一番懸念すべきは、アベノミクスの行く末、2%は困難か!?
ただ、一番懸念されることは、むしろアベノミクスと称する経済政策の失敗による国民生活の悪化ではないか、と思われてならない。10月31日、日銀の異次元の金融緩和政策第2弾を決定したものの、石油価格の低下が急速に進み、1973年以来の超円安にもかかわらず輸入価格の低下による国内物価の下落が進展しつつある。それゆえ、消費税の増税分2％を差し引いた消費者物価の伸びは1％を切る水準にまで落ち込み、このまま来年4月になれば、消費者物価指数は0.5％程度にまで下落し、再びデフレへの再転落への恐れから、異次元金融緩和第3弾をぶっ放しかねない状況に立ち至らないとも限らなくなっているのだ。
日銀の国債直接引き受けすら手を着ける恐れも予想される
そうなれば、市場から買い取る国債などは枯渇し、政府が発行する国債の直接引き受けと言う財政法が禁じている手段にまで手を染めなければならなくなることも予想されよう。もちろん、そのことが直ちにハイパーインフレーションをもたらすというのではない。日本経済の力、とりわけモノやサービスの供給能力が破壊された第二次世界大戦直後ならいざ知らず、平成の今日では供給能力は健在であり、ハイパーインフレの脅威は直ちにはないと見ていい。

巨大な国家債務の累積の下で、金利上昇のリスクが増大へ
だが、今長期国債の金利が0.5％を切っており、歴史的に見てこのような異常な低金利が長続きするわけがないのであり、金利上昇というリスクは確実に日本国民の生活を圧迫する。今、単年度の国債発行高は、新発債と借換債を含めて約150兆円と言う巨額なものである。1％の金利上昇だけで単年度約1.5兆円、凡そ１０年近く経過すれば1,000兆円を超す累積残高すべてに金利上昇がかかってくるため、約15兆円もの金額が利払い費だけで必要になるのだ。消費税利率に換算して約6％、これを支払わなければデフォルトになってしまうわけで、あらゆる支出項目中最優先事項となる。さらに社会保障の自然増は毎年約1兆円だと言われており、10年たてば10兆円を超える増額となる。消費税率に換算して4％だ。今から10年後には、利払い費と社会保障費増を合わせると消費税率10％の引き上げが必要になるわけだ。
インフレ・タックスこそが一番在り得るシナリオた゛
もちろん、そうならないような財政政策が取られるべきなのだろうが、国民に増税や社会保障の水準の切り下げを求める政治が容易に進められるとは思えない。おそらく、インフレ目標地である2％と言った低いレベルではなく、2桁にも及ぶインフレーションを通じて借金の実質価値の下落を進めていくに違いない。さらに、社会保障だけでなく、聖域なき財政再建と称しておそらく地方交付税にまで大ナタを振るってくるに違いない。国民生活が塗炭の苦しみを受けるとは、こういう状態になることではなかろうか。

成長力の強化で高度成長を夢見ているアベノミクスの虚構
もちろん、アベノミクス第三の矢である経済成長政策がうまく行けば、成長率が金利上昇よりも上回ることによって、財政赤字の対GDP比が低下し、やがて財政赤字のウエイトが低下していくわけで、財政問題を解決することが可能になる、と上げ潮派の人たちは主張する。では、本当に成長が高まっていくのだろうか。人口の減少というもののオーナスを主張している経済学者は少ないのだが、間違いなく人口の減少、とりわけ労働力人口の減少は成長の足かせになる。もちろん、成長の力が強く、労働力人口の減少率を大きく上回った成長率を持続的に確保できれば、この難局を逃れることは可能であろう。出来る限り、イノベーションが多発し、成長率を高めていく努力をしていくべきことは実に望ましいのだ。
政党とは、「人材商品」と「政策商品」を売る企業なのだ
残念ながら、今の日本経済には、否、先進国と言われている国々の多くは高度成長から低成長へと落ち込んでおり、成長率を高める努力はしているものの、資源や環境といった面で、大きな限界にぶち当たっていると言わざるを得ない。まさに、アベノミクスの行方について、われわれは今後どのように進展するのか、注意深く見ていく必要があるし、そうならないようにどうすべきなのか、きちんとした経済政策を練り上げていくべきときだろう。何よりも、そういう課題を解決していかなければ、次の日本の将来が描けないことを党内でしっかりと議論をし、専門家の方たちの助言を得ながら次の選挙に向けて政策軸を練り上げていくべき時なのではなかろうか。「人材」と言う商品と「政策」と言う商品をいかに優れたものにしていけるのか、その「経営」能力を磨き上げることができるかどうか、日本の政党、とりわけ野党である民主党に問われているように思えてならない。
中北浩爾教授の『自民党政治』(NHKブックス1217)を読む。
自民党の歴史に民主党はもっと学ぶべきでは
というのも、中北浩爾一橋大教授の書かれた新著『自民党政治の変容』(NHKブックス1217)を読み終えた感想として、自由民主党と言う政党が、世界的な時代の変化の下、国民の求めるものに対して、いかに政党としての理念や政策を磨き上げてきたのか、1955年以来の歴史の中で党内抗争を経ながら今日に至った姿を知るにつけ、民主党などはまだまだ政党史として始まったばかりであり、自由民主党の60年近い歴史から多くのことを学ぶべきではないか、と思わざるを得なかった次第である。
と同時に、今の日本の衆議院選挙制度が小選挙区を土台にしている故に、二大政党制を中心に政党の在り方を組み立てていく必要があり、そうなれば、自民党の理念が安倍総理の求めている復古色の強い保守政党に純化するとすれば、政権交代を目指す対抗政党はリベラルを前面に出して行く以外にないだろう。安倍氏のこうした理念は、民主党がリベラル色を強めて台頭してきたことへの自民党なりの対応なのだ、と中北教授は指摘する。リベラルの中には、日本の場合社会民主主義に立脚した政治家から市民運動活動家、更には保守リベラルにまでウイングを伸ばす事こそ必要になってくるのだろう。
小選挙区比例代表並立制に、そろそろ上手くなってはどうか
今回の総選挙で、沖縄の4選挙区で自民党公認候補が小選挙区で全滅したことは、背景には米軍事基地、とりわけ普天間基地の辺野古移転問題における沖縄自民党の分裂と言うことがあったのだが、今後の日本の政治を考えるとき、かつての加藤紘一氏や宮沢喜一氏など宏池会の伝統を汲んでこられた方たちの方が、安倍総理などよりははるかに政治的に近いポジションにいたと思われるのだが、どうであろう。
北海道に於いては、前号でも指摘したのだが、新党大地との選挙協力が進展したわけであるが、北海道新聞社の出口調査の結果によれば、明らかに前回総選挙で新党大地に投票していた方たちの今回の投票先は、民主党が37.6%と最も多く、自民党の12.4%を3倍近くひき離している。この数値こそ、民主党が小選挙区で2年前の0議席から3議席への回復をもたらした一つの要因であることは間違いあるまい。われわれは、小選挙区比例代表並立制という選挙制度の活用方法に、そろそろうまくなっていく必要がありそうだ。
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